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報道関係者 各位 

福島県の通勤災害の現状について 
 ～通勤災害の現状を初めて分析～ 

  

   福島労働局（局長 島浦 幸夫）では、今般、福島労働局管内の労働基準
監督署において平成２７年度中に認定した通勤災害の現状について分析・
集計を行いましたので、その結果を公表します。 
  当局における通勤災害の新規受給者数の推移は下表のとおりで、この
度は平成２７年度中に通勤災害として認定したもののうち、労災指定医療
機関から療養の給付請求が行われた５５０件（※）について分析・集計を
行ったものです。 
 
 ※ 件数の不一致は、「労働者災害補償保険事業年報」の新規受給者数が保険   
  給付の支払い日で集計され、労働基準監督署の認定日と時間的にズレが生じ 
  るなどの理由によるものです。 
  

福島労働局における通勤災害件数の推移 
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１ 出勤・退勤の別 

  ５５０件のうち、３９４件が出勤中の 

 災害、１５６件が退勤中の災害となって 

 おり、概ね７０%の災害が出勤の途中に 

 発生しています。 
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２ 通勤災害の発生時間帯別 

  １日の各時間帯における通勤災害の発生状況を見ると、朝は６時から９時の出勤時間 

 帯に集中して発生しており、夕方は１７時から１９時の退勤時間帯に一定の増加が認め 

 られます。 

  また、２２時以降５時までの深夜時間帯においても通勤災害の発生が認められます。 

３ 通勤方法別 

  災害発生時の通勤方法は、 

  ○徒 歩 １５１件 

  ○自転車 １０６件 

  ○バイク  ３７件 

  ○車   ２５４件 

  ○その他   ２件 

 となっており、半数近くが車を利用しての通 

 勤中に発生しています。 
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4 通勤方法ごとの災害の類型別 

 通勤方法ごとの災害の類型 

（交通事故、衝突、転落、転 

倒）は右表のとおりです。 

 類型の中の「衝突」は壁や 

ガードレールへの衝突といった 

単独の災害のことで、相手方が 

ある災害は「交通事故」として 

分類しています。 

 最も災害の件数の多い「車」 

による通勤ですが、類型の半数 

以上が「交通事故」となってい 

ます。  

  

５ 通勤災害の発生場所 

  災害発生の場所は、 

  ○歩 道  １００件 

  ○道 路  ３８７件 

  ○階 段   １４件 

  ○駐車場   ４５件 

  ○その他    ４件 

 となっています。 

  「駐車場」での災害は、会社や自宅の駐車 

 場に車を停め、車から降りて駐車場を歩行中 

 に転倒して発生した災害などを分類したもの 

 です。 
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６ 負傷の類型 

  通勤災害による負傷内容の類型は、 

  ○骨 折   １８８件 

  ○関節の傷害 １４０件 

  ○打撲傷   １５６件 

  ○創 傷    ６０件 

  ○その他     ６件 

 となっています。 

   「関節の傷害」とは「捻挫」、「脱臼」な 

 どの負傷を、「創傷」とは「切創」、「裂 

 傷」、「挫滅創」などの負傷を指します。 
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交通事故 5 16 7 139

衝突 2 9 2 85

転落 10 2 0 19

転倒 129 78 28 7
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7 被災者の性別 

  男性が２３８人、女性が３１２人となってお 

 り、女性の被災者数が男性を上回っています。  

    福島県における労働者の男女比率は約６：４ 

 （平成２２年国勢調査結果）であるため、女性 

 の通勤災害での被災率が高くなっているといえ 

 ます。 
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８ 被災者の年齢及び性別 

  被災者の年齢及び性別は下表のとおりで、４０代以降では被災者に占める女性の割合

が高くなっています。 

９ 年齢別の災害類型の割合 

  被災者の年齢別の災害類型の割合は下表のとおりで、年齢が高くなるにつれて「転倒」 

 による災害が増加し、逆に「交通事故」による災害は減少する傾向となっています。 

10代 20代 30代 40代 50代 60代 70代 

交通事故 33% 35% 45% 29% 20% 21% 15%

衝突 41% 24% 18% 12% 14% 10% 15%

転落 7% 10% 1% 7% 4% 0% 15%

転倒 19% 29% 35% 47% 59% 70% 54%
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4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

災害件数 39 38 39 32 32 34 38 39 55 116 53 35

雪・凍結が原因 0 0 0 0 0 0 0 1 27 91 25 6
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１０ 各月の災害発生件数 

    １１月から２月にかけて通勤災害の発生件数が増加（青線）していますが、これは寒

冷時期に、雪や凍結を原因する災害が増加（ピンク線）しているためです。 

    それ以外の各月は、１か月当たり３０件台で推移しています。 

１１ 雪・凍結が原因による通勤  

    災害の通勤方法及び災害類型  

     雪・凍結が原因による通勤 

災害１５０件の通勤方法と災害

の類型は右表のとおりで、半数

以上が「徒歩」で通勤中に「転

倒」により発生したものです。 

  「車」の通勤災害では、ス

リップなどにより、壁やガード

レールへ「衝突」したものや

「交通事故」に至ったものが大

半を占めています。 

徒歩 自転車 バイク 車 

交通事故 0 0 0 13

衝突 0 1 0 22

転落 2 0 0 2

転倒 83 13 9 5
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１２ 雪・凍結が原因による

通勤災害の被災者の年齢

及び性別 

    雪・凍結が原因による

通勤災害の被災者の年齢

及び性別は右表のとおり

です。 

  被災者の約７０%が女

性となっており、特に50

代以降では女性の割合が

高くなっています。 

10代 20代 30代 40代 50代 60代 70代 
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１３ 被災者の所属事業場の業種 

  「E 製造業」「I 卸売業、小売業」「P 医療、福祉」において通勤災害が多く発生し

ています。 
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１４ 被災者の職種 

   件数は「H 生産工程従事者」「E サービス職業従事者」「D 販売従事者」「C 事務

従事者」「B 専門的・技術的職業従事者」の順となりました。 
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１５ その他 

  ○ 東日本大震災に関連し、復興関連工事、廃炉関連作業、除染作業に従事する労 

   働者に発生した通勤災害の件数は８件となっています。 

  ○ 国道６号線で発生した通勤災害は１５件となっています。 
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１６ 地域別の通勤災害発生件数 

   各地域の通勤災害発生件数は下記のとおりで、発生件数は「郡山市」「福島市」 

 「いわき市」「会津若松市」の順となっています。 
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 福島労働局では、毎年６月、１２月から２月を転倒災
害防止対策重点実施期間として、転倒事故防止の取
り組みを各事業所にお願いしております。 
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業種別・転倒災害による死傷者数の推移 
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平成27年  事故の型別・労働災害発生状況 

労働災害のうち、転倒災害が全体の２割をしめています。 

詳細は、別添リーフレットをご覧ください。 
福島労働局労働基準部健康安全課 

厚生労働省で「ＳＴＯＰ！転倒災害プロジェクト」を実施中です 
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業務中の交通事故による労働災害死傷者数（道路） 

7   6   13   7   4   

※棒グラフ上部は死傷者数、棒グラフ内は死亡者数で内数 
※死傷者数は休業４日以上の被災者数 
※平成28年は12月末まで報告分の暫定値 

福島労働局 

 交通労働災害は、自動車の運行を中心的業務とする陸上貨
物運送事業のみならず、建設業、商業など幅広い業種で発生し
ています。 
 
 厚生労働省では、「交通労働災害防止のためのガイドライン」 

を策定し、業務中の交通事故防止の取り組みを各事業所にお
願いしております。 
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